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1. はじめに 

化学物質のリスクアセスメント、およびそれと密接に関係するレギュラトリーサイエ

ンス（規制に関連した応用科学研究）は化学物質の総合管理において科学者が先ず手

がけるべき課題である（図 1,2）。一般にリスクの正確な認識は容易ではなく、正しい

リスクコミュニケーションはリスクへの認識を向上させるのに必須である（表１）。科

学者はリスク情報の第一発信者であり、その意味で社会の各層にも増してリスクコミ

ュニケーションにおけるプレーヤーとして重要である。ここではリスクの評定、リス

クの認識も含めてリスクコミュニケーションにおけるその役割を概観してみたい。 
 
2. 発がんの原因に関するリスクコミュニケーション 

図１に示すようにがんの疫学者と主婦（非専門家）の間に発がんの原因に関して大き

な乖離が存在する。表 2-1、2-2 に示すような発がんの原因をなす諸因子に対する主婦

の理解（情報）の不足がこのような差異の理由の一端となっていると考えられる。 
 
3. 内分泌かく乱化学物質に関するリスクコミュニケーション 

現在わが国を含め世界的に関心をもたれ、懸念や危惧の対象となっているものに内分

泌かく乱化学物質がある。外因性化合物の内分泌系に対する作用に関する研究は進展

の途上にあり、その全貌が明らかになるには未だ若干の時日を要すると考えられるが、

その懸念や危惧のある部分は明らかに不適切なコミュニケーションに由来している。

そのいくつかの例を表 3-1、3-2 に示した。とりわけ野生生物に対する影響に関しては

図４に示すように化学ストレス以外に数多くの変動要因が存在し、因果関係の確定は

極めて困難なのが科学の現状である。したがって科学的にみて確定していることと未

知な部分を明らかとし、出来る限りこれを基礎に、あるべき社会的措置を講ずること

が望ましく、またこれが唯一の取りうる方策であると考えられる。別添の SCOPE、

IUPAC 共同国際プロジェクトはこの線に添った企みである。 



 
4. 化学物質の総合管理において科学者の果たすべき役割 

化学物質の人間、野外生態系に対する悪影響の解明とその危険性の削減に係わる科学

（レギュラトリーサイエンス）はこのような社会的目的をもった（いいかえるとシナ

リオ先導型の）科学であり、その成果が社会的理解や規制に有効に用いられることを

意図する点で純粋な科学的研究とは趣きを異にする（これらの関係を模式化したのが

図２である）。これを含んで科学者がリスクの問題にどのように関与すべきかを要約し

たのが表４である。リスクアセスメント、リスクコミュニケーションにおいて科学者

の果す役割がいかに大きいかが理解されるであろう。ところで、複雑な化学物質の総

合管理のために現在の科学が十分に応えることが直ちに可能とは云えないこともある

であろう。表５に示した慎重さの原則（precautionary principle） /予防的対応

（precautionary approach）はこのような状況下において人間集団や野外生態系への

重大な悪影響を未然に防止するための方策として提唱されているものである。しかし

ながら、このようなリスクマネジメント策は、科学と対立したり、科学を無視したり

することを意味しない。それはむしろ科学と相補的により適切な社会的対応を求める

ものというべきである（表６）。したがってその望ましい展開のためには適切なリスク

コミュニケーションが必要なことも又当然である。表７に示すように、これらすべて

の試みを通じて科学者は職業的倫理観と良心に従い、社会の一員としてより好ましい

安全で安心できる社会の構築のため積極的に他の構成員と協力すべきは云うをまたな

い。 
 
別添：内分泌活性物質に関する国際 SCOPE/IUPAC プロジェクト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）本資料は、「化学物質と環境円卓会議」第２回における「宮本資料」の補足説明資料と

して、後日事務局に届けられたものである。 
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